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〈「不日6年度診療報 定について
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日看協第6回理事会 R6年 2月 錦 告 1- 1

令和6年度診療報酬1改定 改定率と基本方針の概要
改定率 :+0日 880//o

入院時の食買基準額の引き上げ対応 +OB06%
生活習I贋病を中心とした管理料、処方箋料等の再編等の効率化・適正化 ▲0白 2596
上記を除く改定分 +OB46%

40歳未満の動務医師。勤務歯科医師。薬局の動務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事する者の賃上賦こ資する措置分
(+0.280お程庁ヱ)を含む。

"物
個高騰・賃金上昇、経営の状況、人材確保の必要性、患者負担・保険料負担の影響を踏まえた対応

>全世代翌社会保障の実現や、医療 。丁卜護・障害福祉サービスの連携強化、新興感染症等への対応など医療を取り巻く課題への対応

♭医療DXやイノペーションの推進等による質の高い医療の実現

>社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和

(3)安心・ 盤 で質の蔦い阻 0盤
限 体的方働性の例】

O鍼 料費、光機員をはしめとする務
―

を出まえた対応
0患者にとって安心・安全に盛療を受けられるための体鶴の評儀
O/ッ トカムにもお目した評価の推進
O重点的ケ

ー が求められる分野人の適切な評儘 (′Jヽ児E議、自産用医療、裁急医療等)

0生活晋麟 の増加等に対応する劾黒的・劾率的な察痛雷理政び壼疲化予防の取趨雑違
O目臓疾患のと歳化予防、R籐機能低下への対応の売興、生活の質に配慮した歯科医療
嘘

O薬局ぬ 域におけるかかりつけ機能に応した適切な評価.薬島・薬脅癖業務の対鞠中心
から対人中心への転換の推進、

○拶 も踏まえ、地好の患者・住民の妊―ズに対応した機饉を有する電柔呂
韓 としてヴ閣

―
を推進

O          も見緒えたイノベーションの過切な評僣や医薬品の安定供給の
確保等

(4)角率化・班 1ヒを通した
―

鶴盛の
―

・ 申 止

【具体的方向性の例】
(〉― 葉畠や′〔イオ後続品の使用促追、長翔収畿品の保険綸付の在り方の見重し等
()賢用対効果評価議巨の活用      O市 嶋輿勢価格を議まえた重正な評価
0動 Xの推進による医療情報の有効活用、通用医療の強造 (再掲う
0患者の状懸及び必要と考えられる医療機鶴に応した入院医憲の評価 (再掲)

O夕際盛療― 餌と・強f躊 (再掲〕
○生活B損病の轄蜘等に対応する効黒的・効奉的な疾病管理及び奎症化予防の取損推進

(再毎)

○医師・病藤 用師と票局乗用いの協働の取細による医薬品の道正復帰等の推進
O泰局の経営状況等も賠まえ、地霧瘍 者・住民のニーズに対廊した機毎を有する医秦晶
供機拠点として― の辞石を推造 (再掲)

うち

2
変

改 定 に 当 た っ て の 基 本 認 鶏

(■ )現Tの騒

―

まえた人構確保・●亡方裁軍等0蟻違

_に

―

_

【具体的方向産の例】

○難 事者の人材搭揉や質上甫t向け韓

O各鳴種がそれぞれの磁い専門性を十分に発揮するための勤務環境の改善、タスク・

シェアリング/タスク・シフティンク、テーム医療の強造

○業務の効率化に資する ICTの利活用の推進、その修長時間労働などの麟しい勤務

環続の改議に向けての頭 目の解笹

O地蟻医球の憾繰汲び備鮨餌 とを目る機点から、
―

閣短縮の興効性担保に向けた

見直しを含め、必要な散急医獲― ―
0多様な働き方を麟まえた驚

―
○斡 及崎 坤 への対応

改定の 基 本 的視 点 と具 体 的方 向性

(2)ポストコ2          アシステムの理化・機差や

倶 体的方向性の例】

0唇瀬DXの推進による医類情報の有効活用,覇 島蹂
―

O生活に配感した医療の推迫など― 括ケアシステムの環化・雑違のための取組
③り八ビリテiション、業嚢管理及中 ・接造

O患書
―

び必要と考えられる医療機儀に応した入院医機の評魯

―
医療

― 分1と
。強1と等

く)― 度等に対ゅヒきる雛 おける医療提―
の構築に向けた取畑

Oかかりつけ医、かかつつけ歯科医、かかりつし,薬瀞 ― ―
O質の薦ι建日顕弱E・ 訪筒看観の確保

・ 強 仏 述 の 盤
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日看協第6回理事会 R6年2月 錦 各 1-1
t

令和6年度診療報酬‖改定と賃上酬こついて

令和6年度にベア+2.50/o、 令和7年度 1こベア+2.00/oの実現に向けて

①医療機関等の過去の実績をベースにしつつ、さらに

③賃上げ税制の活用   を組み合わせることにより、達成を目指していく。

■賃上酬こ向けた評価の新設

看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種について、賃上陀 実施していくため、新たな評価を行う

(診療報酬改定率 +OB610/o分 )

【対象職員】

薬剤師・保健師・動産師・看護師・准看護師・看護補助者・理学療法士。作業療法士。視能訓練士・言語聴覚士・義肢

装具士。歯科衛生士・歯科技工士・歯科業務補助者。診療放射線技師・シ鵜班ックス線技師・臨床検査技師・衛生検査

技師・臨床工学技士・管理栄養士・栄養士・精神保健福祉士・社会福祉士・介護福祉士・保育士・救急救命士。あん摩

マツサージ指圧師、はり師、きゅ斑師・柔道整復師。公認心理師・診寮晴報管理士。医師事務作業補助者。その他医療に

従事する職員 (医師及び歯科医師を除く。)

*専ら事務作業を行うものは含まれない (医師事務作業補助者、看護補助者等が医駐 専門とする職員の補助として行う事務作業を除く)

【改定率 +0.610/0に よる上乗せ措置のイメージ】

対象職種賃金 +2日 30/o相当を想定して、
2年、同じ点数を設定する。

医療機関は、賃上tttD配分方法について2つのパターンがある。

02輻 で― 弓1き上げを行う配分方法 O命莉 6年産にまとめて引き上げを行う配分方法

繰り越し

令刑 5年度    令利 6年度

3

357

A↓

―「:`= i  j■ こJ｀ ■

令秀17=隻 行
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幸限告 1-1

■賃上酬ご向けた評価の新設

看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種について、賃上t党実施していくため、新たな評価を行う
(診療報酬改定率 +0日 610/0分 )

。 当該評価料を算定する場合は、令和6年度及び令和フ年度に対象職員の賃金 (役員報酉l州を除く)の改善
(定期昇給によるものを除く)を実施しなけれ(泣其らない。

● 基本給又は決まつて毎月支払われる手当の引き上t党原則とする。

● 賃金の改善に係る計画の作成と、賃金の改善に係るイ犬況についての定期的な地方厚生局長等への報告が求められる。

【新設項目と算定可能な医療機関等】   ※一部とは、当該点数では大きく不足する無床診療所。訪問看護事象所のみ崩寸象

|四器器1入 牌 ―ヽス乃 殉 m料

外来・在宅ペース:め,プ評価料 (I)

外来。在宅ベース乃げ評価料 (Ⅱ )

訪問看護ベース乃プ評価料 (I)

訪問看護ペース豹ヴ評価料 (正 )

O

(一部)〇

Ｏ

　

　

Ｏ

Ｏ

　

　

Ｏ

〇

(一部)O

基本的な考え方は「各評価料の算定回数X点数」
【考え方】病院の場合

対象職員の給与総額を
+2.30/0本目当弓|き上げる際
に必要となる総額を

診療報酬の点数でどのように

対処するか。

→
外来患者や在宅療養者、
入院患者の各評価料の

算定回数。
ただし、必要な総額分は

①②③の順で積み上tザて、
満たしていく考え方である。

※「+2.30/0相当引き上t%際に必要となる総額」には、賃金引上げこ伴う
雇用主側の負担増額分も含まれており、職員に支払われる賃金額が+2.30/o

引き上,ザちれるわけではない。

Y

各評価料の点数 4

賃上t式こ向けた評価の新設

病 院有床診療所無床 診療所 訪間看護

事業所

外来・

訪問診療
の患者

訪間看護

利用者

③入院基本料等分

②訪問診療料分

①初再診料等分
(歯科含む)

(現行の)

対象職種の

給与総額
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報 告嗣 -1
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外来。在宅ベースアッ秀平価料

外業・存皇バースフリプ部獅料 r Lω新譜I

。 外来医療または在宅医療を実施している保険医療機関が対象。外来患者または在宅で療養を行つている患者で
あつて通院が困難な者に対し、所定点数を算定する。

● いずれの医療機関においても、一律の点数設定である。

エ

● 外来・在宅ベースアップ評価料 (I)の届出を行つており、入院医療を実施していない診療所 (つまり、無床診療
所)であつて、一律の点数設定である、タト来・在宅ベースアッ:方平イ面料 (I)及び歯科タト来。在宅ベースアッ売平イ面
料 (I)だけでは、賃金上曽率が1.20/。 (こ達しない診療所力燻 定可會ヒ(下記シミュレーション図の赤枠部分がイメージ)。 評

価料 (I)に対する、追加的な評価である。

【資金増率の分布:1,CSl施 設】

一秘研翔］一

騨韓韓瑯準一

g§ 尋吾F F tt ξ∃こ憲∃尋:Sgミ 尋三]蚕 §目
彗ここ彗醤ここここdこ こ彗こときさ琶彗』彗彗醤

さ
Ｏ
Ｆ

叡

5

6点
2点

28点
7点

1初 診時
2再 診時等
3 訪問診療時

イ 同一建物居住者等以外の場合

ロ イ以外の場合

(新設)外来・在宅ベースアップ評価料 (I)
(1日 につき)

督

評価料 (Ⅱ )を算定

可能な診療所

占
小
占
〔
　

占
〔
占
小

８

１

　

６

２

1

64点
8点

1 外来・在宅ベースアッ売輸 料 (Ⅱ )1
イ 初診又は訪問診療を行つた場合
□ 再診時

2 外来。在宅ベースアッ芳平イ面料 (Ⅱ )2
イ 初診又は訪問診療を行つた場合
□ 再診時

8外来・在宅ベースアッ売平価料 (Ⅱ )8
イ 初診又は訪問診療を行つた場合

□ 再診時

(新設)外来・在宅ベースアップ評価料 (I)
(1日につき)
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外来。在宅ベースアッ秀平価料

日看協第6回理事会 R6年 2月 報告1-1

■外来・在宅ベースアップ評価料 (Ⅱ )の算出方法等

。 各保険医療機関が算出した数【A】 に基づき、別表2に従い、該当する区分のいづれかを選択できる。

● 【A】 の算出に際し、「文寸象職員の給与総額」は、直近12ヶ月の1月あたりの平均値を用いる。

● 外来。在宅ベースアッ充平価料 (Ⅱ )の算定回数の見込みは、初診料等の算定回数を用いて計算し、直近3ヶ月の
1月あたりの平均値を用いる。

● 算定回数等は変動するため、毎年3、 6、 9、 12月 に新たに算出し、区分に変更がある場合は地方厚生局長等に届け
出る。 、前回届け出た時点と比較し、直近3ヶ月の【A】 、対象職員の給与総額、外来・在宅ベースアッ充平価料
(I)及び歯科外来。在宅ベースアッ秀平価料 (I)により算出される点数の見込み、並びに外来・在宅ベースアップ

評価料 (I)及び歯科外来・在宅ベースアップ評価料 (Ⅱ )の算定回数の見込みのいずれの変化も1割以内の場
合は、区分の変更はない。

● 対象職員が常勤換算で2人以上勤務していること (ただし、特定地域に所在する場合は、当該規定を満たしているものとする)。

● 主として保険診療等から収入を得る保険医療機関であること。

艇 肝 葦
鵠と瞥ヨ(宮買ァ鱗鮮Υ【阻 る

]|

外来。在宅ベース乃〃評イ面料 (Ⅱ )イの算定回数の見込み×8
+外来・在宅ベース乃ヴ評価料 (工 )日の算定回数の見込み
十歯科外来・在宅ベース乃ヴ評イ面料 (■ )イの算定回数の見込み×8
+歯科外来。在宅ベース乃ヴ評価料 (■ )イの算定回数の見込み

×10円

*診療報酬上での対応として、患者の負担も発生するため、
医療機関によって選択力司 能となるよう、柔軟性を持たせ
ている。

別表 2

6

К

7.5以 上

＼ ノ

′Oを超える、

↓

15以上

【A】 例直によつて、該当する範囲の中で、
医療機関が区分を選択可能

外来・在宅ベースアップ評価半導(I)3及び歯

科外来・在宅ベースアップ評価料 (■ )8

外来・在宅ベースアップ評価料 (Ⅱ )2及び歯

科外来・在宅ペースアップ評価料 (I)2

外来・在宅ベースアップ評価料 (I)1及び歯

科外来・在宅ベースアップ評価料 (■ )1

外来Ⅲ在宅ベースアップ評価料(1)及び欝科

外恭・奪幸ヽ ―スアップ解観射 tl)o膵分

64点

16点

3点

点散 (イ )

3点

2点

1点

歳餞 (口 )
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日看協第6回理事会 R6年2月 幸酷等1-1

● 病院または診療所で、外来。在宅ベースアッ売平価料 (I)または歯科外来。在宅ベースアッ売平価料 (I)の届出
を行つている医療機関が対象。入院患者に対し、所定点数を算定する。

● 入院ベースアッ売平価料は必要点数を1～ 165点に

細かく分け、医療機関ごとに点数を設定する形。

● 各保険医療機関が算出した数【B】 に基づき、別表3に

従い、該当する区分を届け出る。

● 【B】 の算出に際し、「対象職員の給与総額」、「延べ入院

思者数」は、直近 12か月の1月あたりの平均値を用いる。

● 毎年 3、 6、 9、 12月 に新たに算出し、区分に変更がある

場合 (よ地方厚生局長等に届け出る。ただし、前回届け出た

時点と比較し、直近3ヶ月の【B】 、対象職員の給与総額、

外来。在宅ベースアッ売平価料 (I)により算出される点数
の見込み、並びに延べ入院患者数のいずれの変化も1害 J

以内の場合は、区分の変更はない。

買ア鱗蘊Υ跳 る
]

男11表 3
当該保険医療機関の延べ入院患者数X10円

7

361

入院ベースアッ売平価料

165点

1点

2点

１

２

・
　

・
　

・

入院ベースアッ充平価料 1

入院ベースアップ評イ面料2

165入院ベースアップ評価料165

(新設)入院ベースアップ評価料
(1日につき)

点数

1点

2点

165点

入院ベースアップ評価料 2

入院ベースアッジ評艤料の区分

入院ペースアップ評価料 1

入院ベースアップ評価料 165

【B】 の値(こよつて区分が決まる

炉 ハ′
0を超え 1.5未満｀

1.5以上 25未満

↓

＼64.5以上  ノ
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日看協第6回理事会 R6年2月 報告1-1

訪間看護ベースアッ秀平価料

0 訪問看護管理療養買 (月の初日の訪間の場合)を算定している利用者1人につき、訪問看護ベース乃が評価料
(I)として、月 1回を限度として算定する。

● ―律の金額設定である。

。 一律の金額設定である、訪問看護ベースアッ芳平価料 (I)だけでは、賃金増率が達しない訪問看護ステーションが
算定可能。評価料 (I)に対する、追加的な評価である。

● 訪問看護ベース乃が評価料 (I)により算定される金額の見込みの数が、対象職員の給与総額から当該訪問看護
ステーションの不U用者の数に占める医療保険需」度の給付の対象となる訪問看護を受けた者の割合 (「医療保険の利
用者割合」)を乗じた数の1.20/0未満であることが求められる。ただし、同一月に医療保険制度と介護保険制度の給
付の対象となる訪問看護を受けた者については、医療保険制度の給付による場合として取り扱う。

直近 3か月の1月あたりの区分番号02の 1の算定回数の平均

I

直近3か月の1月あたりの

医療保険制度の給付の対象となる訪間看護を受けた者
十介護保険制度の給付の対象となる訪問看護を受けた者

区分番号02の 1とは :

訪問看護管理療養買 (月 の初日の訪間の場合 )

医療保険の 中―
利用者割合

~

● 訪問看護ベース乃ヴ評価料 (I)を算定している利用
者1人につき、訪間看護ベースアップ調 画料 (工 )として、
当該基準に係る区分に従い、月1回に限り、それ詢 所定
額を算定する。

8

利用者 1人につき、月1回を限度として算定 780円

(新設)訪問看護ベースアップ評価料 (I)

イ 訪問看護ベース狗が評価料 (■ )1
□ 訪問看護ベースアッ売平価料 (Ⅱ )2

ヌ 訪問看護ベースアッチ評価料 (工 )10
,レ 訪問看護ベースアッ売平価料 (Ⅱ )11

ソ 訪問看護ベース乃 剪評価料 (Ⅱ )18

100円
150円

500円

10円
20円

(新設)訪問看護ベースアップ評価料 (正 )

(月 1回を限度として)
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日看協第6回理事会 R6年 2月 圭岡宰坪司―-1

■ 訪問看護ベースアップ評価料 (I)の算出方法等

。 各訪問看護ステーションカ輝 出した数【C】 に基づき、別表¶こ従い、該当する区分のいづ粕かを選択できる。

● 【C】 の算出に際し、「対象職員の給与総額」は、直近12か月の1月あたりの平均値を用いる。

● 訪問看護ベースアッ芳珈 料 (Ⅱ )の算定回数の見込みは、訪問看護管理療養費 (月 の初日の訪間の場合)の
算定回数を用いて計算し、直近3か月の1月あたりの平均値を用いる。

● 算定回数等は変動するため、毎年3、 6、 9、 12月 に新たに算出し、区分に変更がある場合は地方厚生局長等に届け

出る。ただし、前回届け出た時点と比較し、直近3ケ月の【C】 、対象職員の給与総額、訪問看護ベースアッ方平価料

(I)により算出される金額の見込み、並びに訪問看護ベースアッ売輸 料 (Ⅱ )の算定回数の見込みのいずれの

変化も1割以内の場合は、区分の変更(よない。

● 対象職員が常動換算で2人以上勤務していること (ただし、特定地域に所在する場合は、当該規定を満たしているものとする)。

● 主として保F父診療等から収入を得る訪問看護ステーションであること。

一
‥

〔
(0.012)

対象職員の給与総額X医療保険の利用者割合Xl分2厘
―訪問看護ベース乃が評価料 (I)により算定される金額の見込み

訪問看護ベースラつプ剤 料 (Ⅱ )の算定回数の見込み

〕 *診療報酬上での対応として、患者の負担も発生するため、

訪問看護ステーシ]ンによつて選オ尺が可含ヒとなるよう、柔朝
j性

を持たせている。
4別表

9

訪問看護ベースアッ秀平価料

500円

金観

10円

20円

1∞ 円

160円

萌問看護ペースアップ評価料 (I)10

訪闘者護ベースアップ評価料 (I)11

訪問看護ベースアップ評価料 (I)18

防鶴書震ベースアップ輝値料 (■ )の区分

訪間看護ベースアップ評価料 (Ⅱ )1

t訪間看護ベースアップ評価料 (■ )2

【C】 の値によつて、該当する範囲の中で、
訪問看護ステーションが区分を選択可能

ン6】
/＼

(5以上 /

rOを
超える  ｀

15以上

↓

95以」ヒ

125,大 」L

ノ↓
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日看協第 6回理事会 R6年 2月 報告¬-1

対象医療機関。訪問看護ステーションに求められること

>用途が「賃金の改善」に定められた項目であり、基本給又は決まつて毎月支払われる手当の引き上げ
を原則として求められている。他産業並みの賃上陀 実現するためには、本評価料を活用することが
重要である。

すべての対象医療機関・訪問看護ステーションで確実に算定を 1

本評価料に関する職員の理解促進と、早めの準備・施設内での調整を !

>対象職員には、すべての看護職員 (保健師・看護師・助産師・准看護師)と看護補助者が含ま
れるが、他の医療関係職種も幅広く女寸象となっている。

>具体的な賃上隣 す象職種や賃上,デ金額は各施設の裁量であり、賃上げ金額に職種間での差を設
けることも想定される。

>施設内の調整に向けて、看護職として積極的な準備・働きかけが必要である。

>特に看護補助者については、病院及び有床診療所に勤務する看護補助者を対象とした「看護補
助者処遇改善事業」の補助金 (1人あたり月額平均6000円の賃金引上酬酎目当する補助金
額)が令和6年2月 ～5月 で終了するため、その後は本評イ面料を活用していくことが重要になる。

>診療報酬は患者負担も発生することから、説明を求められる可能性もある。職員一人一人が
本評価料の意義を理解するとともに、患者へ説明力(きるよう準備する必要がある。

364
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日看協第6回 理事会 R6年 2月 錦 告 1-1

【参考資料 :看護補助者の処遇改善事業】 *法人会員ネッHこ実施要項を掲載中 (2024年 1月 11日付)。

365

施策名:看謹補助者の処遇改善事業

① 施驚0目的 の 対策0性との関せ際

`医盤分野ては他0産業に賃上げが追いついていない現状奮離まえても緊とめ対応として、他の機種よJ綸与点率
が低〈二人材確保や定着が困難‡看護描助者の処遇改善書行うことを目的とする.

⑤ 施策0概要

a病院及び有床誇森所に勤鋳する看議補助者を対象に、賃上げ効果が機焼されみ取機を行うことを前提として.収入を書Iき上lずるため0措置を実施す
るために必要な接費を部道府県に補助する麟

④ 施策のAキー▲国t実施要件(対象t補助率等)等

顧対象鶏固

■描勘金額

口対縮 殿

■対象職種

令和6年2月 ～3月い賃金BI上げ分(以降も、B職途賃上げ効果が継続きれる取組みを行う)

対象施設の看護補助者(常鋤換算〕1人当たり月盤平均吼080円 0買とヨi上げに相当する機

病院及び有床静甚所であつて、看議補助者0醒置を晏件とする酵歳韓目1を算定する医療機関

看謹補駒者(看謹補助者として以下0業務に専ら強事する者〕であつて、静藤韓酎0算定対象となる者
看題師長及び看藤尊員●奪聾 の下に櫛 、原則として筆装生活上o世語t食事こ粛漂も♯造、A港、移騎等)、 癌車内0照雄整常坤 ド
ユ‐キングのほか主義様内における看霞隔品とび瀬耗品う華理整観Ⅲ■産磁員が捕 書類3振票0基理盈び作成0+監行も鰺驚録の準練等
の集番

対
象
医
療
機
関

了後生支付申機
響
適
府
県

来上縫0ほか、補助圭い申鎌牟支払い等0事務に対応するためt目 ,都道府県0事騎畳等を強保

VⅣ

0

ⅢI

O

輪与水準0書 !上げによつて看謹橋幼者0確保・定着が促進されることにより、看護職か与看護補助者へ0'スク・ンフトメンェアが円滑化することなど

から、現場!=おける莉率備れヽつ梵0高い医装0提供が期待される。

365

R5,11.29社会保障審議会医療部会資料   11



日看協第6回理事会 R6年2月 報告 1-¬

入院基本料等の通則の見直し
■入院基本料等の通則の追加 (特に看護に関わる内容を以下に振粋 )

【適切な意思決定支援に関する指針の作成】
。 小児入院医療管理料等を算定する病棟のみを有する保険医療機関以外の入院基本料及び特定入院料を算定

している医療機関において、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プ回セスに関するガイドライン」
等の内容を踏まえた適切な意思決定支援に係る指針を作成していることを要件とする。

【身体的拘束の最刺ヽ化に向けた取組み】
。 入院料の施設基準に、患者叉は他の患者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束を行つてはならないことを規定するとともに、身体的拘束の最小化の実施体制を整備することを規定する。
なお、精神科病院 (精神科病院以外の病院で精神病室力澪

"ら
れているものを含む)における身体的拘束の取

り扱いについては、 *によるものとする。t

*代晉方法が見出されるまでの間のやも`を得ない処置として行われる行動の制限であり、できる限り早期に他の方法に切り替えるよう努めなけれ(鯰らない。

● 身体的拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の患者のrい身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記
録しなければならない。

● 身体的拘束は、抑制帯等、患者の身体又は衣服に触れる何らかの用具を使用して、一時的に当該患者の身体を
拘束し、その運動を抑制する行動の制限をいう (認矢日症ケ劾日算と同じ定義)。

● 身体的拘束最小化対策に係る専任の医師及び専任の看護職員から構成される身体的拘束最小化チームカ壻隻置
されていること。なお、必要に応じて薬斉J師等、夕夕珊期厘が参カロしていること,礎望ましい。

● 身体的拘束最小化チームの業務内容は下記の通り。
ア 身体的拘束の実施状況を把握し、管理者を含む職員に定期的に周知徹底すること。
イ 身体的拘束を最小化するための指針を作成し、職員に周知し、活用すること。アを踏まえ、定期的に指針

の見直しをすること。指針には、鎮静を目的とした薬物の適正使用や身体的拘束以外の患者の行動を制
限する行為の最小化に係る内容を盛り込むことが望ましい。

ウ 入院患者に係わる職員を対象として、身体的拘束の最小化に関する研修を定期的に行うこと。

● 身体的拘束最小化に関する基準を満たすこ勧滝きない保険医療機関につしては、1日につき40点の滅算となる。

● 令和 6年 3月 31日 におして現に入院基本料又は特定入院料に係る届出を行つている病棟につしては、令和 フ
年 5月 31日 までの間を経過措置期間とする。

身体的拘束については、取組み力kき
ていないと減算になる (経過措置1年)。

366
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日看協第 6回理事会 R6年2月
し

錦 善嗣 -1

■急性期一般入院基本料 (1～6)の要件厳格化

急性朗一般入院料1から他の入院料への転換を含めた、適切な機能分化推進の観点から、重症度、医療。看護必要度
および平均在院日数の厳格化がおこなわれた。

● 重症度、医療・看護必要度の各項目の変更内容は、議論の結果、下記表の「共通」と「見直し案4」になつた。

● フ対1の基準については、①「A3点以上」又は「Cl点以上」に該当する患者の割合」と②「A2点以上」又は「Cl点
以上」に該当する患者の割合」の両者を満たす必要力ちる。

● B項目は、ア対1の患者該当基準の対象からは除外されるが、◆まで通妍引面は行うこと (Icuと同じ対応)。

、ノ

急性期一般入院基本料の見直し

○

O

O

○

O

○

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

A―∽ 菰 潮 閣 動 剤
の内服の管理

入厳 の使用率んて709も未満のも似よ対象葉翻施 除外する。6-1

「専門的な溜療・処置

“

うち「隔乗の範用(注劇間のみ)」、勝調酪誕態努ユc麹射剤
のみ)J(「筑添襲獅藤の使用(注射剤のみ)J、「         」及蜘 菌

療 の溜 韓 3点と兆
7-1 A-6:専門的な治療・処

蓋

7対 1病撫憩説て、該当基摯嘘お基準③ (A2点以上力`つB3蕉め砥∋を

廃止す私
3-l   B巧朝罰瀕監【痛亥豊店筆察

令和3年度及び4年度の実縄 t基つを、対陽嘔目編亀変更する。

手術実施日か徴嚇国院日までのの日数の実態智部現、評価日簿 る。

9-1

9-2
C項目

10-■   評
―

者 短瑚購在手編等基本利¢調癬拳欝動醜た患嵩ご光 てヽも、攀 。
|

A-7:柳 入

瞬 急に瀬蒲襲鰹韮
す就 態

評価日数を1日とする。

諏 日勢定2日とする。

■-1

■-2

,涯度
ととも1&

IIにおける           為焼赳議学【いる場確手l― 象とする
「霊療蓄覇鎖簡劇立覇虜読騨朔駐銘蕩詔閲対辣冽陀する。

2-■   A-1:穀

3-■  A-2:呼吸ケア 必要反亜に濁脱爾聴醸彰鼓ぬる診療行

…

る場唸慮評価対象与 る。

4-1
-――――……A,3戒麹劇勝群観3鵜即霞

4-2 う阻つ召理

入院期間中醐 爾該当した日施 7日目まていのみを認随対象②農裕日とする。

4-1の上で、対象葉剤から「アツ酸・糖・目甑爾E・ ビ傑)」等り翻躍縄瓢郡調略

雰鎖服郡余外する。

井6③ :折薩選握鳴測
の使用(注射剤のみ)

入院息斑期ロヨ醐輛∞ 9る未満のものlよ対象郷 勇 。5-1

5-2 5-1の上で、欲 を3点とする。

共  見百監し
通  棄 1

見霞し
棄 2

見置し
表 3

見石Lし
棄 4変更内容変更する項目

367

R6.1.10 中医協資料 一部改変
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報告 1-1

急性期一般入院基本料の見直し
【フ対 1の重症度、医療・看護必要度の基準】

重症度、医療・看護必要度  (注 1)

該当患者割合①
:1該

当患者割合②:

町 急性期一般入院基本料 1 200/0 270/O    I見 18日→〉16日

【注1】 該当患者割合①とは、「A3点以上」又は「Cl点以上」に該当する患者の害J合
該当患者割合②とは、「A2点以上」叉は「Cl点以上」に該当する患者の割合

【改定後】

①かつ②であること
(①と②の両者を満たす
必要がある)

【改定前】

匡コ必要度該当患者割合=【 B】 /【 A】 〔ヨ 割合①:必要度該当患者割合 Eヨ 割合②:必要度該当又はA2点以上の患者割合
=【 C】 /【 A】           =【 D】 /【 A】

⇒ 割合①が一定以上であり、かつ割合②が一定以上であることを施設基準とする。

R6.1.10 中医協資料一部改変

【7対 1の、重症度、医療。看護必要度の基準達成に向けた考え方】

「A3点以上」又は「Cl点以上」に該当する患者の害」合 (該当患者割合①)が、270/Oだった場合 ⇒ ①だけで基準達成

「A3点以上」又は「Cl点以上」に該当する患者の割合 (該当患者割合①)が、230/。だつた場合 ⇒
「A2点以上」に該当する患者の割合 (該当患者害」合②)で残り40/0を満たす必要がある (2フ%-23%=4%)

１

　

　

２

　

　

　

３

・

例

　

例
一　
　
例

※以下のいずれかを満たす患者
・A得点3点 以上
・C得点1点以上
・A得点2点

「A3点以上」叉は「Cl点以上」に該当する患者の害J合 (該当患者割合①)が、200/。だった場合 ⇒
「A2点以上」に該当する患者の割合 (該当患者書」合②)で、残リフ。/0を満たす必要がある (270/o-200/0=70/o)

368

【B】必要産該当息者
以下のいずれかを消たす場合に駿当

“A得点2点以上かつB3点以上
・A3点以上
・Cl点以上

【A】必要度評価対象者全数 【A】必要度評価対象者全数

又は C得点1点以上の者
‐ ‐ ‐

“ “

占 中 暉 と と ‐

【DB必要窟繊当又lttl得点2点のB奢採

A得点2点0者

【c】必要度散当
A得点o

【C】 部分が、該当患者割合①200/0以上

青枠 【B】 部分が、

該当患者割合②
270/0以上

368
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日看協第6回理事会 R6年2月 圭冊審嗣 -1

急性期一般入院基本料の見直し
>重症度、医療・看護必要度の項目変更は該当患者割合へ影響する。図の赤枠で示された通り、特に

B項目の廃止 (― フ=フ
°
/。)、 救急搬送後の入院の評価日数の短縮 (-3.30/。 )(こよる影響は大きいる

>経過措置期間は4月から半年間と短く、重症度、医療・看護必要度の基準を満たす患者害」合は3ヶ

月間の平均値を用いるため、早めに自施設の状況をシミュレーションし、看護職員配置等も検討してい

く必要がある。シミュレーションには、厚労省が苔申と共にJ足示した「レセプト電算処理システム用コー絆
一覧」を活用できる。′

各病院でシミュレーションを行い、改定内容 (こよる影響について早期把握を !

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の項目の変更による該当患者鶴合への影響について 中饉協 韓 -5
5. 12. 22

0こ れまでの意見を踏まえた個別項 目等の見直しによる該当患者割合への影響は以下のとおり。

各項目変更による、該当患者
割合への影響があるうえに、

下記、該当患者割銭 のもの

も厳しくなつている。

該当患者割合① :「A3点以上」

又は「Cl点以上」に該当する患

者の割合 =200/0
該当患者割合② :「A2点以上」

又は「Cl点以上」に該当する患

者の割合=2フ 0/0

①かつ②が求められる。

|

―〈l.19o

+010フ
`

-0.596

+099る

-7.796〔急■)

キ0■ 9る

-1.2,`

4.596

―ヨ_39`

0ヽ_496

-0_29も

-1.296

-0.8,6

現 4丁の必要度 Iにおける評価 対象となる診穎行為方`実施されている埋躍H癖尉置対象とする。ヨー ■   A-2:呼吸″

A-3:注射薬剤 3種類以上の 入― 間中に初めて該当した日から7日目よて‐の茂 講 耐 象の候補日とする。

4-■ の上て、対象馨則から「アミノ酸・績・電解質・ピダラ J等り静脈栄嶺に関する要剤を除外する。

4-■

4-2

A SO:抗悪性歴嬬剤の使用

(注射剤の力)

入院での悽用率が6096乗 活傷 のは対象乗剤 か婢 する。

5-■ の上で、得点 を ]点とする_S-2

5-1

A「 6②:瓶世籐ぬ剤の内服
の霊

入院で,>使用寧力▼096末活のものほ対象秦剤か靭 する。6-■

r専 門的な治懸・処置 Jのつち「麻薫の使用(注蒻翻のみ)」 、「昇圧剤の使用(注射着ilのみ )J、 「抗不整

訴環り使用 (注射剤のみ)J、「流血准慶桂乗D使用」及びr無菌治療壊ての治療」の得点を 3点とする。7-l  A-6:専 門幻な治簗・処置

息佐期一般入院料 1に0いて、該当選等のうち基準① (A2点以上かつB3点以上)を廃止する。8-1   8項 目及び該当基奉

令和 3年度及び4年度の実績にが き、対象手術を変更するよゃ

対象手観 お ける手術実施 日から退院日誰 の日数の霧ヒt踏まえ、評価日お薩変更する.

CI民 自
9-■

`〉

-2

短期蒲在手術
―

Hの手術等を実施し臨 省につしても、評価対難 する。 -0.29も■0-■  評価対象害

(2)以下の全てを満たす手術 lこついて、射ゑから際外。

① 令和 3年度及び令和 4年度のし1ずれも、入院での皇瓶率が9996未洛ヽ

② 令和 3年度及び令和 4年度のいずれも、露定回数が10回以上

③ 点敷力12万点以上
注)令和 4年度診療報酬改錠で新設された手術については、①及び③fま令和 4年度に

おしlて清たしていれt舗たしているものとする。

① 令和 3年度及び令和4年度のしヽずれも、入院での要範逐が9096以 上
② 令和 3年度及鈴 和4年度のいずれも、算定回数が10回以上

※ C項目の対象手術の変更
`Lお

ける1考え方は以下のとおり。

(1)以下の全てを清たす手術について、対象に進れ田。

1~1   ト タは鑑謝蘭当後の入院

1-2   /緊 鶏に入院を必要蜘 憩

評価日数を 1日とする。

評価 日数を
'日

とする。

現行の必要度 ■における冨‐平価対象となる診療行為力壌 施散 てし塔協冶 に評額対象とするとともに、

「重慮得唐処置」の砂実施の場合は評皿対象外とする。
2-1  

～
1:副傷 建置

該当患者 割合への彫霧

(急性 ,口 生 工隻宴 1ヤ 5)変更 内容愛員する▼1目

369

醒典 :DPCァ
~―

夕(令和 5年 1月 ～令和 6年3月 ) R6.1.10 中医協資料 一部改変
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日看協第6回理事会 R6年 2月 報告 1-1

【参考資料 :重症度、医療・看護必要度A・ C項目に係るレセプト電算処理システム用コードー覧 (案)】

他に、以下レセプト電算処理システム用コードー覧 (案)力ちり
・ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度 A・ C項目に係るレセプト電算処理システム用コードー覧の

「A3注射薬剤 3種類以上の管理」において、薬剤の種類数の対象から除くもの
・ 特定集中治療室用
・ 八イケアユニット用

2 7 の み

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度A・ C項 目に係るレセプト電算処理システム用コードー覧 (案 )

中医協 総 -1参 考

6. 2. 1 4

※1のついたレセザト電算処手ニシステム用と―ドについては、重症度、医祭 '着護必要度 Iを評価する場合のみに用いること。
※2のついた項目(″ンレセザト電算足■理システム用コードについては、追つて適知される。

370

R62.14 中医協資料 総-1参考 資料掲載先URL:htLpsプ/www.mhlw gojp/stf/shinゴ 2/000021250000247.html   16
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日看協第6回理事会 R6年2月 錦 告 1-1

地域で救急患者等を受け入れる病棟の新設
地域包 括 医療病棟 入 院料 の新設  1日につき 3′050点
高齢者の救急患者をはじめとした急性疾患等の患者に対する適切な入院医駐 推進する観点から、高齢者の救急
患者等に対して、一定の体制を整えた上でり八ビリテーション、栄養管理、入退院支援、在宅復帰等の機能を包括的に
提供することについて、新たな評価を考子う。

R51215 中医協資料

。 病院の一般病棟を単位として行うものであること。

。 10対 1看護職員配置 (フ割以上力婚 護師)。 夜勤の看護職員は2名以上。

● 当該病棟に常動の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を2名以上配置。

。 当該病棟に専任の常勤の管理栄養士を1名以上配置。

● 入院早期からり八ビリテーションを行う設備を有していること。ADL等の維持、向上及び栄養管理等に資する体制が整備

されていること。

● 脳血管疾患等り八ビリテーション料及び運動器り八ビリテーション料に係る届出を行つていること。

● 入退院支援加算 1の届出、データ提出加算の届出を行つていること。

● 特定機能病院は対象外。急‖1生朗充実体制加算、専門病院入院基本料の届出を行つている病院は対象夕|。 など 17

高齢者の救急患者等に対応す る入院医療 (イ メー ジ)

特定入院料であり、急性則一般病棟と併算定周 含ヒなことから、フ対 1

病床の一部を転換することや、既に高齢者救急を多く受けている地域
包括ケア病棟 (13対 1)からの転換げ見込まれる。

包 括 的 に提 供

早期の退院に向け、鞠
救急患者を受け入 早期の在宅復帰

在宅医療、介護との連携

退院に向けた支援
適切な意思決定支援

五晟宅毘璽麗覇gリ
ハ
盗錬管理

速やかに離脱
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日看協第6回理事会 R6年2月 幸隈聖多1--1

地域で救急患者等を受け入れる病棟の新設

の新設  1日につき 3′050J点

【重症度、医療・看護必要度 I(イ)で届け出る場合】

【重症度、医療・看護必要度 Ⅱ (□)で届け出る場合】

基準①
下記いずれかに該当

1害J6分以上
(160/0)

基準①
下記いずれかに該当

1害J5分以上
(150/0)

基 準 ②

下記に該当
。入棟初日の

B3点以上

5割以上

(500/0)

5割以上

(500/0)

21日以内
8割以上

(800/c以上)

5分未満

(50/O未満)

1割 5分以上

(150/0以上)

基準②
下記に該当

21日以内
8割以 上

(800/o以上)

5分未満

(50/0未満)

1害J5分以上
(150/O以上 )

当該保険医
療機関の一

般病棟から
の転棟害u合

者割合(①②両方を満たす必要がある)

該当 在宅

復帰率

平均在院

口数

地域包括医療病棟
入院料 (10対 1)

該当患者割合の基準
(①②両方を満たす必要がある)

当該保険医
療機関の一

般病棟から
の転標割合

宅

復帰率
救急搬送患

者割合

平均在院

日数

地域包括医療病棟
入院料 (10対■)

372
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日看協第6回理事会 R6年2月 圭冊春嗣 -1

看護職員及び看護補助者の業務分担・協働を更に推進し、高齢者の救急患者をはじめとした急性疾患等の患者に対す

る適切な入院医療を推進する観点から、

。 令利4年度改定で新設された看護補助体制充実加算を見直す形で、看護補助者の定着に向けた取組み、及び

看護補助者の経験年数に着目した言引面を新設。

● 身体的拘束を実施した日は加算1ないし(よ2の算定施設であつても、当該患者について(よ加算3の点数となる。

【方包言隻獲攣隼 】                    ※ここでは地域包括医療病棟の点数を示しており、他病標では点数が異なる (次ページ参照 )

ィ 当該保険医療機関において3年以上の看護補助者としての動務経験がある看護補助者が、それ詢 の配置区分虔丈

5害J以上:配署Lされていること。

□ 主として直接患者に対し療養生活上の世話を行う看護補助者が、常時100対 1以上いること。当該看護補助者は、

介護福祉士の資格を有する者又は看護補助者として3年以上の動務経験を有し適切な研修を修了した看護補助者で

あること。

ブヽ 看護補助体制充実加算に係る看護補助者に対する院内研修の内容につしては、別添2の第2の 11の (4)の例による。

ただし、工については、看護補助者肘〒う業務内容虔二に業務範囲、実施手順、留意事項等について示した業務マニユア

ルを作成し、当該マニユアルを用いた院内研修を実施していること。

二 当該病棟の看護師長等は所定の研修を修了していること。また当該病棟のすべての看護職員 (所定の研修を修了した

看護師長等を除く。)が院内研修を年 1回以上受講していること。

ホ 当該保険医療機関における看護補助者の業務に必要な能力を段階的に示し、看護補助者の育成や評価に活用して

いること。                                                          19

υ

直接ケアを担う看護補助者に関する評価の新設

看護補助体制充実加算3が、改定前
のものと同じ (八と二)。

(つまり令和4年度改定で5点加算と

なつた「看護補助体制充実加算」)ノ

イ～木のすべて
回～ホ
八及び三

占
〔
占
小
占
（

５

５

５

※
２

１

看護補助体制充実加算 1

看護補助体制充実加算2

看護補助体制充実加算3

看護補助体制充実加算 (1日 につき)

施設基準
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日看協第6回理事会 R6年2月

【急性期一般入院料1～ 6】

農おも算定できる

:1営き】移:,う!)」担Eと。協働
体紹」の整備
5～20点  ↓

【療養病棟入院基本料】
農おかしか算定できない

【(新設)地域包括医療病棟入院料】

農おも算定できる

報告 1-1

←補助者阪 間配置
125～105点

↓

←看護職員・補助者の
労働負担軽減 60点

←補助者顕 間配置
125～ 105点

←補助者の配置
240～ 160点

業務分担・協働

体制の整備

55～80点
、レ

←補助者の配置
240～ 160点

看護職員・補助者の
夜間の加配

↓50点

加算は「積み上向なので、
グレー部分の上台螂 に
点数が積み上がる。

看護補助者に関する評価の関係性

「韓 」
破爆穂能力を段階的

は 」の辞徹よない。)

急1生理香護糖助体幸!加算

25真11～ プ5夕11

急性期一般入廃基本料1～ 6
(ア 女ヽ11、 10女す1)

「補助者の定着」

「必要な能力を段階白もに示すJ

IttR路経&アニ届詞Fね國属。

「                         J
を評価.

「補島も者の定着」
「必要な能力を段階的に示

す 授 朔 贈 瓢 重 邑 蜘 。

療養馬僚スト院基本料1～ 2r20女 jと 2ヽ5対 1)

看護補助体制充実加算 1

看護補助体制充実加算2
看護補助体制充実加算3

イ～ホのすべて
□～ホ
八及び三

25点
15点
5点

看護補助体制充実加算
(1日 につき)

地域包括

医療病棟

入院料

施設基準

看護補助体制充実加箕 1

看護補助体制充実加算2
看護補助体制充実加算3

190点
175点
165点

80点
65点
55点

176点
161点
151点

看護補助体制充実加算
(1日 につき)

地域包括

ケア病棟

入院料

障害者施

設等入院

基本料
(14日 以内 )

療養病棟

入院基本

料

374

補助者の西己置 →
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日看協第6回 理事会 R6年 2月 圭隅寺1-1

イ 当該保険医療機関におして3年以上の看護補助者としての勤務経験鹿 る看護補助者が、それ詢 の配置区分虔丈

5割以上配置されていること。

□ 主として直接患者に対し療養生活上の世話を行う看護補助者が、常時100対 1以上いること。当該看護補助者は、

介護福祉士の資本各を有する者又は看護補助者として3年以上の勤務経験を有し適切な研修を修了し臆 護補助者で

あること。

ホ 当該保険医療機関における看護補助者の業務に必要な能力を段階的に示し、看護補助者の育成や評価に活用して

いること。 <直接ケアの研修内容>

八と二は、改定前と同じ内容である。

時間数

離 :SO分
演雷:

010分
025分
cう20分

路磯 :60分

凍雷 :25分

瞬義 :55分
濱習 i20分

酪礎:60分
演観 :25分

磨義 :120分
浸留 :30分

協義 !5(l分

渡雷 :20分

建蚕 :50分
濱習 :10分

酪議 :60分
濱習 :30分

路議 :5S分
渡雷 :ZO分

構壺 :560分
演目 :23S分

単冠 主な内容

く萬E>鏡 組 EBbる鑑
膏床及― 周辺σブ`

'胃

掃・整額、霜室環境の副獲、シーツ交換やヘットメイキング、リネン類の曽理
く瀬E>
ン ッヽトメーキンス @「漏協,腟琶カテー7'レの取り扱い、尿蟄測定、⑤経雪栄螢の導編と片付け

くBH>BttE― 藝
畷 ・襟輩等の伝環類の準備・整衛、鯵療に必要な拗 盛盛・藉充
攀 びその他の器具等の準悧・片付け 惨蝶おオ料の続 ・整理
程 院・転出入に日目する業務
く盗習>中 り説 ヽ

く臣騒>直敏ケア
ー

る韓
1)患善誤鬱防止 2)転側・転落防止、3)スキ),ア防止
<演雷>い征 (危険予如l lttl

くBE>工者・
―

とのコミュニケーション
1)良好なコミュニケ‐ション、2)患者I里解
<演冒>コミュニケーション手技

く

“

>■体0漑に口す―
t)シャワー、入浴介動、2)ヌ酷患 3)手浴・足浴、4)流霊

',日
餃ケア、0流面と整害、7)―

∝ >・ 口産ケア、お慎・練

く驚 >欝灌E田すると書
1)捺泄介助 (トイレ ボ■夕功レトイレ・尿善・便器)、 2)おむつ交換
く演H>おむつ交換 。その他の雛泄介助

くHと>歳事に鷲 る虫奮
1)食事介助、2)配ギユ儀
く澳ヨ>1食夢介動・翻下B疇

― >韓 にげ る鶴
い休― 、2)遇騒

=・
継 、3)見寄り

<濱冒>体位交換、温蓬法・冷軽法、見守り

くHE>鶴・製 財 韓
1)歩行介助、2)メ腕 検査、病棟移動のための搬送(車構∴ ストレッチヤー)

<演冒>歩行介勤、草蹄 ・ス トレッチャーの移動・移送す1動

亭 ューJレ

周鴎

直後ケ翡

善湾 潜潔に隠する彙務

名畜 排泄に関する業務

善冶 盛手に闘する業務

善崎 安全・宝業に関する業務

善綸 移動・移送に関する業務

2

※ 1(イ)国、都道府県又は医療関係団体等が主催する研修で

あること (5時間審度 )

(口 )第義及び演習により、次の項目を行う研修であること

①
②
③
③

※2 ア
イ

看臣補助者の活用に関する制度等の概要

看霞職興と蟻 と
―

理

看

"成
・研修・能力評価

看題裕且t者の雇用形態ナ机B等
医療制度の緩 及び病院の機能と組織の理解

島勝 一′ヽ薄び●理チームの一員としての■霞稲助

業務の理解
看題補助業務な盗行するための基礎的な知識・技術

日常生活にかかわる業務
守秘義務、個人隠 の保臣

看護補助者としての3年には、他の病院での勤務経験も含めてよい。適切な研修とは、国、都道府県及
び医療関係団体等が主催する研修 (12日寺間程度)であり、日本看護協会で提供している下記、

直接ケアの研修内容 (請義及び演習)が該当する予定。修了証が必要で、1回受講すればよい。

現行の研修内容※2のうち、工 (日常生活にかかわる業チゥ七)につい
て業務内容毎に業務範囲、実施手r顔、留意事項等について示した

業務マニュアルを作成し、それを用いて研修を実施すること。

所定の研修※1を修了していること。

全ての看護職員が、所定の研修を修了していること。
研修は、講義及び演習により、次の項目を行う研修であること。
イ (イ)看護補助者との協働の必要性

(口 )看護箱助者の制度的な位置づけ

(八)看護補助者と協働する看護業務の基本的な考え方

(二)看護補助者との協働のためのコミュニケーション

(ホ)自施設における着護補助者に係る規定及び運用

看護師長等

看護職員

看護補助者

研修内容研修対象

375
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―
at業務における医療安全と感染防止 馨

出典:日本看謹協会r看護補助者を対象とした標準研修J 21
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看護補助体制充実力日算の研修要件と該当研修

日看協第6回理事会 R6年2月 幸限告 1-1

0地域包括医療病棟におして算定する看護補助体制充実加算の場合
(※急性期一般、小児入管等における同名の「看護補助体制充実加算」では、直接ケアを行う看護補助者は評価されておら

ず、下記要件は該当しない) 「看護補助体制充実加算」を算定
するには、「看護補助体制加算」を
算定していることが求められる。

・」NAオンデマシM研修 (一部の内容を院内研修として活用可)

「看護補助者を対象とした標準研修 モジュール1」

看護補助者 顔

。年1回受講が必要
。院内研修

(来斤)

直接ケアを主とし
てイ子う

看護補助者

・修了証が交付される12時間程度の研修
※介護福祉士資格を持つ者は受講不要

・]NAオンデマンNi汗修
「看護補助者を対象とした標準研修 モジュール2～4」

・」NAオンデマシN研修 (一部の内容を院内研修として活用可)

「看護補助者との協働推進のための研修」

望ましい

。年1回受講が必要
。院内研修

病棟の

看護職員(全員)

都道府県看護協会主催研修 (参集orォンライン)

・修了証が交付される5時間程度の研修

望ましい

「

病棟の

看護師長

顔

態
(カロ算1・カロ算2

のみ)

顔

顔

要件
該当する研修 (予定)

看護補助体制
加葺

看護補助体制
充実加算

対象

376
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日看協第 6回理事会 R6年 2月 華冊宰坪1-1

医療機関・都道府県看護協会に求められること
医療機関

>日本看護協会の「2023年度病院看護実態調査」結果では、看護補助者の離職率 (2022年度)は

正規雇用 13日 60/0、 非正規雇用25日 50/0。 年度内離職率は正規雇用で24.80/0、 非正規雇用で

35.50/0と高い状況が続いている。

>加算 1を算定するには、施設基準イで看護補助者の3年以上の定着が求められること、加算2の場

合は施設基準口で、他の病院等も含めて3年以上の看護補助者としての勤務経験が求められるこ

とから、看護補助者としての動務経験を積み重ねること、そのための支援が一層重要になる。

>また、施設基準ノ(で看護補助者の業務に必要な能力を段階的に示し、育成や評価に渚用すること

が求められており、看護補助者の育成と定着、処遇改善への取組みが重要になる。

>各医療機関では、看護職員と看護補助者の業務分担の整理や業務マニュアルの作成、看護補助

業務、特に直接ケアに関する研修体制を整え、看護補助者の育成に注力する必要がある。

都道府県看護協会

>都道府県看護協会や都道府県ナースセンターにおいては、2023年 10月の「看護師等の確保を促

進するための措置に関する基本的な指針」の改正において、者田道府県ナースセンターにおける看護補

助者の無料職業紹介の実施力浬 要と明記されたこと、また、令和 5年度厚生労働省補正予算にお

いても看護補助者関連の事業について予算化されたことから、行政主管課や八日―ワークな1坐調整

を図りながら、看護補助者の職業紹介に向けた準備・取組みの開始をお願いしたい。

>また、日本看護協会の令和6年度事業として「「看護補助者を対象とし鰈 準研修」推進事業」を行

う予定であり、すべての者向劃荷県において研修実施をお願いしたい。

377377

看護補助者の育成・確保・定着に向けて、計画的な準備を !
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日看協第6回理事会 R6年 2月

【参考資料 :中央ナースセンター事業】

幸隈廻睾1--1

① 飽錯働目的 ② 対策0桂との関係

病院等における看謹補助着の確保B定着ねt困難となっていることから、買の高い君護補助着を基威するととも
に、君護補助者の離業支経を行うことを目的とする。

③盾護補助者として就葉を希整する者に対する研移tl④効率的に署護補助者の職業紹介を実施するためめナiえセンタiaコン
ピュータIンステム(NGCS〕 0改修等i③求入施設↓補 者″ヽい看護協助着集義に係る広報審実施するために必要な経費を日本看護
協会(中央ナースセンター)に補助すると

0施 策Dスキーム国主奥施要件(対象〔補助墓等)等

一 箱目〕

閣 備 日お珂M鵬離と
〔様 ,―鵞 卜 〕

⑤ 成異イト■京経済鋤集電雇用DT支え・劇出鋤異、波量プロセスを含む〕

都道府県ナースセンターが効率的に着
~註

補助者の聴業紹介等を実施することでも看護補助者の確保B寵着が促進される。蔀 によ
り弱 職員か輔 護補助着へのタスク・シフト/シェアおt円滑化することで、病院等における君護師等D勘藩環境が改善し、奢護節
等の雄職防止等0劫暴が期待される。 0

l

⑦

エ 二日

0

J V

陣

嘘 瞬

、瑚 師

…

・Ａ口Ｔ＝
鶏〔a-3

構 ・ 電

田
日弾

〔呼 熟t)Ⅲ…〕

韓曲

凸
“中↓　一 日 | ∬

―
―

…

Я纂 ひ

出  執

…

 4-中

事牟イメージ

BEB

BaB
● B●

[0医換とォ註・障害福祉分野における人材の養成と確保.定着を国る取組支援】

施策名:中未ナ‐スセンター事業(看護補助者の就業支援等轟受部勢〕
令和3年度補正苧年案 52日力円 匿政島警産課

(曲線28銘〕
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日看協第6回理事会 R6年2月 錦 各 1-1

■在宅療査孝旨導料の見直し 170点
嫌 お与する慢性心不全患者へC震養支殿 して、在宅療養指導料が算定可能となつた。

● 慢性心不全患者に対する退院直後の支援を強化する観点から、在宅療養指導料の対象に退院直後の1曼 'I生心不全

患者を追加し、ガイドラインに基づく支援を評価する。

● 退院後 1月以内のII曼f陛心不全患者に対して、医師の指示に基づく保健師、助産師又は看護師施 宅療養上必要

な指導を個別に行つた場合に、患者1人につき月 1回 (初回の指導を行つた月にあっては、月2回 )に限り算定する。

● 退院後 1月以内の患者であつて、過去1年以内に心不全による入院が、当該退院に係る直近の入院を除き、1回以

上ある慢!1生心不全の患者 (治療抵抗性心不全の患者を除く。)

。 当該療養上の指導を行う保健師、助産師又は看護師は、在宅療養支援向上のための適切な研修を修了している

こと力達遅ましい。 日外来における在宅療養支援向上のための研修

２５
分

５。
分

，
分

ね
分

ｍ
分

５。
分

肉喜

外来看議を取り巻く現状と課題、国の政策動向等に基づく

外来看議職の役割
1_外来看護を取り巻く環境の変化
2外来医療に関する政策動向
3.社会の変化と政策動向に基づく外来看騒職の役割

外来における在宅森姿支援
1在宅無養支援とは
2.なぜ在宅森養支援が必要か
3.在宅療養支援を担う看霞職の役割

在宅森養を支える地域連携とネットワーク
■なぜ地域連携が必要か
2.地域との連携体制様集の方策

在宅森養患者(外来患者)の意思決定支援
生.意思決定の現状と操題
2.外来看離職に求められる意思決定支援

在宅療養患者 (外来患者 )を支える社会資源

生.在 宅療養 患者が活用可能な社会資源 の基礎知識

2_地域における多残種の通携・協働の実際と推進 の必要性

【課題の内容】
①地域における自沌設の役割と外来看隆職として自らが担
う役割等について
②外来看護に関する実践事1,1

◎外業における機養支援について自身が感している課題

【主な内容】
・オリエ芳 ―シヨン
・講義r地域の現状や自施設を取り巻く状況等について」
・事例検討:グループディスカッション
・全体共有 :グループからの報告及び資疑応答・意見交換

オンデマ
ンド第1章

オンデマ
ンド第2章

オン

'マンド第3章

オンデマ
ンド第4孝

オンデマ
ンド第5章

事前課題

演 習

出典 :日 本看疑協会r2023年度
のための研修」

本評価を活用し、重症化予防に向けた取組みの

強化と、外来看護職の人材育成を !

外来における療養支援の強化

適切な研修とは、国、都道府県及び医療関係団体等が主催する研修 (5時間程度)

であり、日本看護協会でプログラム開発した研修 (講義及び演習)が該当 (予定)。

各医療機関で日本看護協会のオンデマンド配信を活用し、院内研修に活用すること力(
きるほか、都道府県看護協会で実施している研修を活用することも可能。

>日本看護協会の研究成果として、特に退院後 1か月以内

に集中的ほ1曼性心不全患者に対し療養支援を行うことが、

セルフケア行動の維持に効果的であることを明らか(こし、本

会の改定要望が実現したものである。「タト来における在宅

療養支援向上のための研修」も、日本看護協会がプログラ

ム開発を行い、都道府県看護協会においても展開してい

るものである。

379

25

379



凱告J_-1

【参考資料 :外来における在宅療養支援能力向上のための研修】

> 2023年 10月より「外来における在宅療養支援能力向上
のための研修 (請義吉[分)」をオンデマンドで提1共開始

> 提供方法は、院内研修として実施する場合と都道府県看
護協会が主催する場合の2パターシ

外来における在宅療養支援能力向上のための研修|

～ 講義と漬習を組み合わせた研修です ～

在宅療養支援の要となる外来看護職を対象とした研修です
講義はeラーニング、湧召は集合で学び実巌力を強化します

研修目的 す
> 夕1来看誰を取り巻く現】推 課題のもと、地域における自施設①夕1来が果たすぺき役割Lt

自らが夕1来で担うべき役割を認識するととも1こ、外来色者を支えるために必要な在宅療
鼓 揺に関する知識を碧得鷲 る。

> 召得した知識を、左宅療蓋支標の強f日 正向けた取り組E州 こ役立てることが鷲 る。

r 線  1_ _   ́__
タト来勤務の遁護職 (常勤やgF常勤等①雇用
ない。‡比■_外来勤務も含む)

受講方法
ンダ講義を受講後、1寅習を受話 ます。

(渡習受講には、eラ‐ニンダ講義の健了か条件となります)

2つの受講方法から選択可能です。′
①F納研修で受講 (施設単位で申込)

オンデマンド研修の施設用教材を活用し、渡習を含めて各施設で実施する研修を
受講する

④都道府県看護協歳主l豊研修を受講
施設で渡習を企画することや、講8雨を担う人材を確保することが難しい場合など
は、都道府県着護協会で実施される研日 こ春加ける

申込方法

10施設単位で申酌 場合| 「研修メギヽ~タ ルサイト」からオンデマンド研健0施設用教材をお申込み

△

吾夕態、また、短時間勤務等9)勤務形薙は問わ

①者F道府県看護協会主催研I誓八申込の場合
各都道府県看語協会にてお申込み

X実施の有無・申込期間は、著F道府呉着誰協会にご確認ください。

i O 
施設用数材 :会員4,000山 一般S,000円

0 都道府県者護協譲実施研修 :各都道府県者護協会によう

難

受講費用 :

会員 4′ 000円   ―E豊 6′ 000円

※ 同時に複数接続、視聴が可能です。

く配信期間中は、

都道府県看護協会が実施
<対象:特に、小規模病院や診療所等の自施設で
研修実施が困難な施設に所属する外来看護職員>

。 日本看護協会から都道府県看護協会に
研修プログラムを有料で提供

・  受講希望者は各都道府県看護協会に
受講を申し込む (研修を実施しない県もあ
り)

・ 講義はeラーニングシステムを活用し受講
・ 演習は都道府県看護協会に集合して実施

受講費用 :

各都道府県看護協会が設定

院内研修として実施

施設単位で日本看護協会に研修申込
講義は日本看護協会が配信するオガ
マンM汗修の施設用教材を活用して受講
演習は「研修の手引き」を参考に各施設
で実施

改定に伴い、受講希望者
の増加が見込まれます。
すべての都道府県で実施
いただけますよう、引き続き
副脇力のほど、よろしくお願
い致します。
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日看協第6回理事会 R6年2月 圭脇等 1-1

専門性の高い看護師の活用推進

<令和6年度改定で追加された、専門性の高い看護師に係る新設・改定項目>(*2/6時点調整中)

該当するCNS/CN府定行為研修修了者

集中治療を必要とする患者の看護に係る研修

CN:集中ケア、救急看護、クリティカザレケア、新生児集中ケア、小

児救急看護、小児プライマリケア

CNSI急性・重症患者看護

特定行為 :8区分または4パッケージ

集中治療を必要とする患者の看護に係る研修

CN:集中ケア、救急看護、クリティカルケア、新生児集中ケア、小

児救急看護、小児プライマリケア

CNSi急性・重症患者看護

特定行為 :8区分または4パッケージ

脚 ケア病棟等IEおける研修
CN:緩和ケア、がん‖生疼痛看護、がん化学療法看護、がん薬物

療法看護、子とがん看護、がん放射線療法看護
CNSIがん看護

在宅看護等に係る専門の研修

CN:と釜旬導或、CNS:制 、

日精看 精ネ申科認定看護師、

特定行為 :全分野

感染管理に係る適切な研修

CN:感染管理認定看護師

CNSi感染症看護専門看護師

その他 :感染制御実践看護学講座

在宅療養指導料は専門性の高い看護師を要件としていないため、

当然ながら、CN:慢性心不全看護、心不全看護は含まれる。

改定の概要

医師配置を「院内」で可とし、専任の研修

を修了した看護師を一定時間 以上配置

することを求める

支援側のICUにいる研修を修了した専任
の看護師が、被支援側ICUの モニタリン

グを常時行う

優秀ロケアを要する」ヽ児患者に女寸して緩和

ケアチームによる診療及びケアを行う目的
で小児緩和ケア診療加算を新設。

これまで配置が「望ましい」とされていた、専

門の研修を受けた看護師の配置を要件

化する
*経過措置 (令和8年5月 31日 まで)

専従規定はこれまで通りだが、専従業務
の内容に介護施設への助言等を行う時

間を含める

厘:陛心不全患者への退院直後のガイドラ

インに基づく療養支援を追カロで評価

改定項目

(新)特定集中治療室

管理料 5、 6

(新)特定集中治療室遠隔

支援加算

(新)」 児ヽ緩和ケア診療加算

(改)緩和ケア診療加算

(改)外来緩和ケア管理料

(改)機能強化型訪問看護

管理療養賢 1

(改)感染対策向上加算

(改)在宅療養指導料

381

27

381



幸限窪争1--1

令和6年度診療報酬1改定 木会要望の反映状況

2-2

2-1

1-4

1-3

1-2

1-1

外来における療養支援の質向上に向けた取り組み

心不全患者に対する継続的な療養支援への 評価

療養病棟における適切な看護職員配置の評価

小児患者に関するユニットマネジメントの推進

新生児集中治療室における看護提供体制の 充
実

高度な急性期入院医療之提供する病院における適
切な夜間看護職員配置の評価

○

○

X

○

○

X

在宅療養指導料の要件に、療養上の指導暫手う看護師は「在宅療養支
援向上のための適切な研修 (本会研修が該当する見込み)」修了が望
ましいと記載

在宅療養福導料の対象患者に「退院直後の慢性心不全患者」を追加し
ガイドラインに基づく療養支援を評価

1-5 医療の充実に資する看護提供体制の整備 X

小児入管3を一般病棟との混合病棟として運営を可能とし、かつその際に
は区域特定を要件とする

新たに「新生児特定集中治療室重症児対応体制強化管理料」が漂斤設、
NICU内で特に重症児に対し、助産師又は看護師を常時2対 1配置した
際に病床単位で算定できる

1

I平時峠襲譲卿蔭r喜蔀瘍即併効利 で質の高しl医療凰卿村M濯崇
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日看協第6回理事会 R6年2月 圭脇寺 1-1

3.地域連携等による切れ目ない看護の提供・訪問看護の強化

感染対策向上加算を見直し、加算を算定する全施設が介護保険施設・障

がい者施設との協力が可能な体制をとることが施設基準に定められた。また、

加算 1の感染制御チームの専従職員や専門性の高い看護師が介護保険施

設等への助言に係る業務を行う時間を専従とみなすこととなつた。

24時間対応体制加算につして、看護の業務負担軽減のための取り組みを

行つた場合の一段高い評価が新設された。また、あわせて2郊寺間の連絡相談
を受ける者について、速やかに緊急の訪問看護の必要性を看護師等が判断
できること等を条件に、看護師等以外の職員 (事務職員等)でも可とされた。

同行訪間については拡大ならず。機能強化型訪問看護ステーション1において
は、専門性の高い看護師の配置が要件化された

○

X

○

X

X

X

×

と也域における包括的な感染管理体制の強化

摂食囃下機能が低下している患者への継続的
なケアの提供

訪問看護における看護職員の夜間対応負担軽

減の推進

訪間看護指示書の月2回交付対象の拡大

専門‖生の高い看護師による同行訪間の対象患

者の拡大

専門性の高い看護師等による介護施設等への

支援・本目談活動への評価

看護小規模多機能型居宅介護 (看多機)で
の医療保険の訪問看護提供に係る要件緩和

3-1

3-2

3-3

3-4

3-5

3-6

3-7

383383
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日看協第6回 理事会 R6年 2月 報告 1-1

2-3

2-2

2-1

2,安心して働き続けられる環境づくり

1-2

1-1

1. タスクシフト・シェアの推進

Ⅱ 持続可能で質の高い医療の実現に向けた働き方改革等の推進

夜間勤務における負担軽減の更なる推進

看護職員の月平均夜勤時間数に関する要件の

堅持

すべての看護職員の処遇の改善

看護補助者の確保及び質の向上にむけた取り
組み

小児病棟における看護補助者の配置の評価

X

○

○

○

○

全病院・診療所・訪問看護ステーションにおして算定可能な「ベースアッ売引面
料」 (カロ算)が新設され、看護職員や看護補助者の処遇改善に活用可能。

地域包括医療病棟 (新)や療養病棟におして、「看護補助体制充実加
算」を新設し、直接ケアを主として実施する看護補助者の確保。定着を図るた
め、新たな要件として、3年以上勤務している看護補助者の割合や、「介護福
祉士の資格保持者 叉は 3年以上の勤務経験があり適切な研修を修了した

看護補助者」の割合、看護補助者業務に必要な能力を段階的に示し育成
や評価に活用すること、などが規定された。

小児入管に、保育士配置 (重症児受入体制加算)と看護補助者配置

(看護補助加算、看護補助体制充実加算)が新設された。また、付添い家
族の食事や睡眠環境等に配慮することが小児入管全体で規定された。
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日看協第6回理事会 R6年 2月 華岡宰呼1-1

Ⅲ 安心・安全で質の高い医療・看護の実現・充実

1.精神科医療。ケアの充実

感染対策向上加算を見直し、加算を算定する全施設が介護保険施設・障
がい者施設との協力が可能な体制をとることが施設基準に定められた。また、

加算1の感染制御チームの専従職員や専門性の高い看護師が介護保健施

設等への助言に係る業務を行う時間を専従とみなすこととなつた。

2.周産期医療・ケアの充実

八イリスク妊産婦連携指導料1のカンフアレンスの参加者に「必要に応じて」で

訪問看護ステーションも参加することが明記された。ただし、訪問看護側ではカ

ンフアレンスに参カロしても、アヽイリスクタ壬産婦連携指導料によるJ又入(よ得られな
い。

3.専門性の高い看護師の活用

調整中

○

△

X

X

未

地域における包括的な感染管理体制の強化

精神疾患を有する妊産婦に対する医療機関と

訪問看護の連携強化

八イリスクタ壬産夕吊に文寸するユニットマネジメントの

推進

'壬

娠糧尿病患者に対するケアの充実

緩和ケアチームの看護師に心不全看護に関する

専門‖生の高い看護師の追カロ

1-1

2-1

2-2

2-3

3-1

385385
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202毎度 診療報酬 障害福祉サービス等報酬● ●

法

象

込

方

対

申

Ｋ

Ｋ

Ｋ

2024年3月 25日 (月 )13:00～ 16:00
YouTubeライブ酉己信
日本看護協会会員のみ    【参加費】無料
日本看護協会HP上の専用申込フォーム↓ より受付

https:川asjnactrustr― .co.jprappIねtおn.html 鰯

生 きるを、ともに、つ くる。

′ム`益社団法人日本看護協会

15:20～ 16:00

14:50～ 15:20

14:35～ 14:50

13:55～ 14:35

13:05～ 13:55

13:00-13:05

「令和6年度改定で看護職に期待されること」
公益社団法人日本看護協会 常任理事 木澤 晃代

「令和6年度障害福祉サービス等報酬改定の概要
～看護関連改定項目を中心に～」
厚生労働省社会 E援護局 障害保健福祉部 精神口障害保健課

地域移行支援専門官 関根 ′
!ヽ乃枝

休憩

「令和6年度介護報酬改定の概要 ～看護関連改定項目を中心に～」
厚生労働省老健局 老人保健課 介護予防対策専門官 川中 淑恵

「令和6年度診療報酬改定の概要 ～看護関連改定項目を中心に～」
厚生労働省保険局 医療課 課長補佐 飯村 祥子

開会挨拶  公益社団法人 日本看護協会 会長 高橋 弘枝
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